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1. 17年 6月中間期の業績 （平成17年 1月 1日～平成17年 6月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 6月中間期        8,502     1.5         682    △9.8         733    △4.8
16年 6月中間期        8,375    13.9         756    59.6         769    64.5

16年12月期       16,809－        1,480－        1,406－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 6月中間期          429   △22.4           3.70
16年 6月中間期          553    12.9           4.77

16年12月期          873－           7.50

(注 )1.期中平均株式数 17年 6月中間期    116,021,612株 16年 6月中間期    116,073,917株
16年12月期    116,061,028株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 6月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 6月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 6月中間期           0.00－

16年12月期 －           3.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 6月中間期       36,340       17,761     48.9        153.10
16年 6月中間期       37,656       17,405     46.2        149.98

16年12月期       38,381       17,663     46.0        152.19

(注 )1.期末発行済株式数 17年 6月中間期    116,011,338株 16年 6月中間期    116,056,213株
16年12月期    116,031,842株

2.期末自己株式数 17年 6月中間期      2,313,707株 16年 6月中間期      2,268,832株
16年12月期      2,293,203株

2. 17年12月期の業績予想 （平成17年 1月 1日～平成17年12月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       17,400       1,200         600          3.00          3.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           5円17銭

※1.上 記 の 金 額 は 百 万 円 未 満 切 り 捨 て 表 示 し て お り ま す 。
　2.上 記 の 業 績 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
　 　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 業 績 予 想 と は 大 き く 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



（１５）中間貸借対照表 

 

  
当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ流動資産        

１現金及び預金  1,393  2,410  3,881  

２受取手形 
※
4.6.7 

190  392  175  

３売掛金  4,321  4,096  4,227  

４たな卸資産  4,298  3,520  3,739  

５繰延税金資産  11  580  288  

６その他 ※７ 1,014  1,174  1,194  

７貸倒引当金  △2  ―  ―  

流動資産合計  11,227 30.9 12,174 32.3 13,505 35.2 

Ⅱ固定資産        

１有形固定資産 
※１ 
※２ 

      

（1）建物  7,517  7,658  7,484  

（2）機械及び装置  4,065  4,065  3,973  

（3）土地  3,769  3,769  3,769  

（4）その他  2,495  2,484  2,384  

有形固定資産合計  17,848  17,978  17,612  

２無形固定資産  51  18  53  

３投資その他の資産        

（1）投資有価証券 ※２ 4,215  5,789  4,173  

（2）その他  3,039  1,732  3,075  

（3）貸倒引当金  △42  △37  △40  

投資その他の資産合計  7,212  7,484  7,208  

固定資産合計  25,112 69.1 25,481 67.7 24,875 64.8 

資産合計  36,340 100.0 37,656 100.0 38,381 100.0 
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当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ流動負債        

１支払手形 ※５ 380  310  408  

２買掛金  2,447  2,167  2,419  

３短期借入金 ※２ 9,175  10,636  10,915  

４未払法人税等  40  15  25  

５未払消費税等  ―  29  47  

６その他 ※５ 1,502  2,501  994  

流動負債合計  13,545 37.3 15,660 41.6 14,810 38.6 

Ⅱ固定負債        

１長期借入金 ※２ 1,610  1,240  2,490  

２繰延税金負債  931  953  914  

３退職給付引当金  1,270  1,134  1,269  

４役員退職慰労引当金  169  139  160  

５その他  1,051  1,123  1,072  

固定負債合計  5,033 13.8 4,590 12.2 5,907 15.4 

負債合計  18,578 51.1 20,250 53.8 20,717 54.0 

(資本の部)        

Ⅰ資本金  7,402 20.4 7,402 19.7 7,402 19.3 

Ⅱ資本剰余金        

１資本準備金  1,851  1,851  1,851  

２その他資本剰余金  5,946  5,946  5,946  

資本剰余金合計  7,797 21.5 7,797 20.7 7,797 20.3 

Ⅲ利益剰余金        

中間(当期)未処分利益  1,471 4.0 1,073 2.8 1,393 3.6 

Ⅳその他有価証券評価差額金  1,396 3.8 1,430 3.8 1,371 3.6 

Ⅴ自己株式  △307 △0.8 △298 △0.8 △302 △0.8 

資本合計  17,761 48.9 17,405 46.2 17,663 46.0 

負債資本合計  36,340 100.0 37,656 100.0 38,381 100.0 

        

 
 



（１６）中間損益計算書 

 

  
当中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ売上高   8,502 100.0  8,375 100.0  16,809 100.0 

Ⅱ売上原価   6,147 72.3  5,972 71.3  12,072 71.8 

売上総利益   2,354 27.7  2,402 28.7  4,737 28.2 

Ⅲ販売費及び一般管理費   1,671 19.7  1,645 19.7  3,256 19.4 

営業利益   682 8.0  756 9.0  1,480 8.8 

Ⅳ営業外収益 ※２  174 2.1  125 1.5  194 1.2 

Ⅴ営業外費用 ※３  124 1.5  113 1.3  268 1.6 

   経常利益   733 8.6  769 9.2  1,406 8.4 

Ⅵ特別利益 ※４  4 0.1  236 2.8  367 2.2 

Ⅶ特別損失 ※５  21 0.2  1,023 12.2  1,169 7.0 

税引前中間（当期）純利益
又は税引前中間純損失(△) 

  716 8.5  △17 △0.2  604 3.6 

法人税、住民税及び事業税  9   9   18   

法人税等調整額  277 286 3.4 △580 △570 △6.8 △288 △269 △1.6 

中間（当期）純利益   429 5.1  553 6.6  873 5.2 

前期繰越利益   1,041   519   519  

中間（当期）未処分利益   1,471   1,073   1,393  
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（１７）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   総平均法による原価法を採用

している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

同左 

 (2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

 (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

同左 

 

 

 

 

 

     

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法 

 (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (3) デリバティブ 

   時価法を採用している。 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

   建物     31年～50年 

   機械及び装置    12年 

炉（その他） ４年～12年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っている。 

(2) 無形固定資産 

       同左 

(2) 無形固定資産 

       同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

同左 
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当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。なお、会

計基準変更時差異（2,666百万

円）については、10年による均

等額を費用処理している。数理

計算上の差異は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれの

発生の翌事業年度から費用処理

している。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づいて計上している。な

お、会計基準変更時差異(2,666

百万円）については、10年によ

る均等額を費用処理している。

数理計算上の差異は、発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れの発生の翌事業年度から費用

処理している。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく中間期末要支給額を計

上している。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、振当

処理したものを除き、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

５ リース取引の処理方法 
同左 

５ リース取引の処理方法 
同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

を採用している。なお、金利

スワップ取引については特例

処理の条件を満たしている場

合には特例処理を採用してい

る。 

また、為替予約取引につい

ては振当処理の要件を満たし

ている場合には振当処理を行

なっている。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 
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当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 対 象 ヘ ッ ジ 手 段 

外貨建売掛金

及び外貨建予

定取引 

為替予約取引

及び通貨スワ

ップ取引 

借入金利 
金利スワップ

取引 
 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

(3) ヘッジ方針 

当社の社内管理規定に基づ

き、金利スワップ取引は借入

金の金利変動リスクをヘッジ

する目的で行っており、為替

予約取引及び通貨スワップ取

引は為替相場の変動リスクを

ヘッジする目的で行なってい

る。 

 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の

重要な条件が同一であるもの

については、高い有効性があ

るとみなされる為、検証を省

略している。左記以外は、ヘ

ッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価してい

る。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流動

資産「その他」に含めて表示

している。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会 

   計処理は、税抜方式によって 

   いる。仮払消費税等及び仮受 

  消費税等は相殺のうえ、未払

消費税等として表示してい

る。 

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会 

   計処理は、税抜方式によって 

いる。 
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（１８）注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度末 
(平成16年12月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

21,022百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

20,410百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

20,439百万円 

※２ 担保提供資産 

有形固定資産 
(主に工場財団抵当) 

11,842百万円 

投資有価証券 1,318 

計 13,160 

上記に対応する 
借入金 

8,945 
 

※２ 担保提供資産 

有形固定資産 
(主に工場財団抵当) 

11,608百万円 

投資有価証券 1,344 

計 12,952 

上記に対応する 
借入金 

10,426 
 

※２ 担保提供資産 

有形固定資産 
(主に工場財団抵当) 

11,350百万円 

投資有価証券 1,341 

計 12,692 

上記に対応する 
借入金 

11,155 
 

３ 偶発債務 

   保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金について連帯保証を行って

いる。 

  新日本テクノ 

カーボン㈱ 
1,400百万円 

 

３ 偶発債務 

   保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金について連帯保証を行って

いる。 

  新日本テクノ 

カーボン㈱ 
1,700百万円 

 

３ 偶発債務 

   保証債務 

   関係会社の金融機関からの借

入金について連帯保証を行って

いる。 

  新日本テクノ 

カーボン㈱ 
1,700百万円 

 
――――― ※４ 手形割引高 

    輸出手形割引高  80百万円 

※４ 手形割引高 
輸出手形割引高  76百万円 

――――― ――――― ※５ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理している。 

   したがって、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含

まれている。 

支払手形 97百万円 

設備支払手形 7 
 

     なお、設備支払手形は流動負

債の「その他」に含めて表示

している。 

――――― ※６ 当中間会計期間より手形債権

の流動化を行っている。これに

伴い、受取手形が前事業年度末

と比べ738百万円減少してい

る。 

※６ 当事業年度より手形債権の流

動化を行っている。これに伴

い、受取手形が前事業年度末と

比べ990百万円減少している。 

※７ 手形債権の流動化を行ってい

るため、受取手形は903百万円

減少し、支払留保額225百万円

は流動資産の「その他」に計上

している。 

※７ 流動資産の「その他」には手

形債権の流動化を目的とした債

権譲渡に伴う支払留保額が221

百万円含まれている。 

※７ 流動資産の「その他」には手

形債権の流動化を目的とした債

権譲渡に伴う支払留保額が247

百万円含まれている。 
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(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 有形固定資産減価償却実施額 

695百万円 

１ 有形固定資産減価償却実施額 

625百万円 

１ 有形固定資産減価償却実施額 

1,246百万円 

※２ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 11百万円 

受取配当金 57 

為替差益 91 
 

※２ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 37百万円 

受取配当金 39 

受取保険金 17 

為替差益 14 
 

※２ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 51百万円 

受取配当金 

受取賃貸料 

為替差益 

45 

11 

36 
 

※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 84百万円 
 

※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 88百万円 
 

※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 203百万円 
 

――――― ※４ 特別利益のうち主なもの 

固定資産売却益 

工場用地一部売却益 57百万円 
 

※４ 特別利益のうち主なもの 

投資有価証券売却益 246百万円 
 

 投資有価証券売却益 141百万円 
 

 

 貸倒引当金戻入額 37百万円 
 

 

――――― ※５ 特別損失のうち主なもの ※５ 特別損失のうち主なもの 

 固定資産除却損  

滋賀工場  

ファインカーボン

関連設備 
11百万円 

富山工場  

電極・ファインカ

ーボン関連設備 
16 

その他 11 

   計 38 
 

訴訟関連費用 1,006百万円 

人造黒鉛電極の販売において価

格カルテルに参加していたことに

より、欧州連合（ＥＵ）の欧州委

員会に対し支払った課徴金及び本

件に関する裁判費用である。 

 訴訟関連費用 985百万円 
 

 

 主として、欧州連合（ＥＵ）の

欧州委員会から、人造黒鉛電極の

販売で価格カルテルに参加してい

たとして課徴金の支払命令を受

け、この決定の取り消しを求める

訴訟を欧州第一審裁判所に提起し

ていたが、その判決により当期支

払うことが確定した課徴金であ

る。 
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（１９）リース取引関係 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
その他 
(有形固定資産) 
(百万円) 

取得価額相当額  35 

減価償却累計額 
相当額 

 16 

中間期末残高 
相当額 

 19 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
機械及び
装置 
(百万円) 

 

その他 
(有形固定
資産) 
(百万円) 

 
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

 44  81  126 

減価償却
累計額 
相当額 

 42  62  105 

中間期末
残高 
相当額 

 2  18  21 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
機械及び
装置 
(百万円) 

 

その他 
(有形固定
資産) 
(百万円) 

 
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

 13  67  81 

減価償却
累計額 
相当額 

 13  55  68 

期末残高 
相当額 

 0  12  12 

 
② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 5百万円

１年超 14 

合計 19 
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 13百万円

１年超 7 

合計 21 
 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 6百万円

１年超 6 

合計 13 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5 

支払利息相当額 0 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 14 

支払利息相当額 0 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 23 

支払利息相当額 0 
 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   …リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする 

   定額法によっている。 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

   …リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利 

 息法によっている。 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 
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（２０）有価証券関係 

当中間会計期間末(平成17年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

前中間会計期間末(平成16年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

前事業年度末(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

（２１）重要な後発事象 

該当事項なし。 

 


